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所得税の重税感

一r日本版総合的社会調査』個票データによる諸要因の分析

大　野裕　之

　本研究は『日本版総合的社会調査』の2000年から2005年の個票データで，納税者が抱く所得税の

「重税感」に影響を及ぼす諸要因を，順序型ロシットモデルを推計して明らかにした．所得が高い人，

「担税力」を示す社会階層が低い人ほど重税感が大きくなったが，自営業者は他の就業形態に比して
重税感が顕著に小さいことが判明し，クロヨン，トーゴーサンなどの所得税の業態間不公平と整合的

な結果が得られた．但し，農林漁業者は他の自営業者に比して重税感が小さいという証左はなく，ま

たrサラリーマンの重税感」は，自営業者との対比において認められるに過ぎない．他には，所得階．

層によって異なるものの，高学歴，政治意識，町村居住などが有意な影響を与えることがわかった、

また，r格差社会」の懸念と整合的に，2000年から200！年に低所得者層の重税感が増し，2003年か

ら2005年に中間層以上でそれが緩和したことも示唆された．
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1．はじめに

　所得税は国の最重要視日である．平成ユ9年

度一般会計税収（決算べ一ス）に占める割合は

16．1％と，他の主要税目である法人税，消費税

を抑えて最も大きい，基幹税のなかの基幹税で

ある1）．しかし，所得税にはクロヨン，トーゴ

ーサンなどと称して，不透明感，不公平感が付

き縫っている．これには，例えば，事業所得者

には給与所得者と異なり実額控除が認められる

上，青色専従者給与・白色専従者控除を用いた

家族問での所得分割が可能なこと，その一方で

給与所得者には多額の給与所得控除が認められ

ていることなど，種々の控除をめぐる複雑な制

度も原因の一つであると考えられる2）1平成14

年度の税制調査会の中間答申は以下のように述

べている3）．

『少子・高齢化など様々な構造変化に

対応しきれず，結果的に税負担の歪み

や不公平感を生じさせている税制上の

諸措置を放置した場合には，国民の税

制への信頼，社会参両への意欲を失わ

せ，社会の活力を低下させるおそれが

ある．

　　　　　　　（中略）

　きらに，納税者の税制への信頼確保

の観点からは，……納税者にとって分

かりやすい簡素な税制を構築する必要

もある．簡素な税制は経済活動を行う

際の予測可能性を高め，納税コストの

低下を通じて，経済社会の活性化に寄

与する．』

こうした事態に対し，当時の小泉首相は，所得

税などの課税範囲や税率構造の平準化を含めた

経済再生のための税制改革を打ち出した4〕1税

制調査会も平成14，15年には，r税に関する対

話集会」を各地で開催するなど，国民各層の意

見を税制改革に反映するよう取り組んだ．しか

し，長い歴史や既得権益を持った税制を改める

ことは容易ではない．現に所得税制に大きな変

更が加えられたのは，平成／8年度改革であ

る5）．ましてや，人々の意見や意識を変えるの

はなお難しい．

　納税者が税に関してどのような意見を持って

いるかは，税制調査会答中を侯つまでもなく，

税制の信頼に関わる重大問題であるIもちろん
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納税者の意見は一様ではなく，個人属性，経済

状況，政治意識など種々の要因によって異なる

と考えられる．そこで，どういう納税者が税は

重いというr重税感」を強く持ち，どういう納

税者がそうではないかを明らかにすることは，

税制の歪みや不公平感を是正する上で，肝要で

ある．しかし，こうした分野の学術的研究は遅

れている．これは，利用可能なデータが乏しい

ことが第一義的原因である．つまり’，重税感を

問う意識調査で一般に利用可能とな？ているも

のは，ほとんどない6〕1唯一の例外が，大阪商

業大学実施の『日本版総合的社会調査』（Japal

nεseGeneraISociaISurvey）である．これは，

2000年の開始以来，毎年回答者に所得税が高

い，重いと感じるか否かを問うており，貴重な

情報ソースである7〕．本研究はこの個票データ

を用い，どのような納税者が重税感を強く抱い

ているかを実証的に明らかにする，初めての試

みである8〕．

　重税感を対象とすることは，納税者の主観的

意見・認識を捉えるものである．こうした研究

の意義について，違和感をもつ読者もいるかも

しれない．しかし，こと税制においては，主観

は客観的事実以上に重要である．というのも，

繰り返すが，税制の基盤は国民の信頼という主

観面にあるからである．税に関する否定的感情

が国民の間に広まれば，税制の基盤を揺るがし

かねない．所得隠しや地下経済の拡大につなが

るという指摘もある9〕．その意味で，当局は税

がどのように国民に見られているかに，無頓着

ではいられない．特に，急速な少子高齢化の中，

直間比率の是正が長期的な課題である今日，そ

の中心たる消費税とともに，所得税の改革議論

も今後行われるであろうことから，同税に関す

る人々の認識を正しく把握することは大きな政

策的意味を持つ．

　重税感と密接にかかわるものとして不公平感

がある．これは，税が重いと感じる場合，絶対

的な基準もさることながら，他人と比してそう

感じるということが多いと考えられるからであ

る．つまり，不平等に扱われている納税者は，

税を重く感じるに違いない、この不公平感とい

研　　究

う主観の前提となる客観的事実に焦点を当てた

研究は，石（1981），本間他（1984），奥野地

（1992），林（1995），大平（1999）など今日まで幾

つか行われてきているミこれらの研究は概ね，

所得税の捕捉率の業種間格差を認める．本研究

で重税感にも業種間の格差が認められれば，こ

うした研究の結果と整合的なものとして，補強

することとなり，その点でも意義は大きい．

　本論文の構成は以下のとおりである．まず次

節で，今回用いたデータと研究の焦点たる間の

回答について説明する．第3節は，以降で展開

する計量モデルの考え方を整理したのち，重税

感の回答傾向に影響を与えると考えられる説明

要因を検討する．続く第4節では分析の詳細を

説明したうえで，全体のデータによる推定結果

を報告し，その解釈を提示する．第5節では，

所得階層別の推定結果を示す．最終の第6節は

本論文の結果をまとめ，政策合意を提示し，将

来の研究を展望する．

2．データ

2．1データベースの詳細

　本研究では，大隊商業大学実施のr日本版総

合的社会調査」（以下r調査』と称する）のデー

タベースを用いたユ。〕．『調査』は2000年より，

2004年を除く毎年実施されている．対象は調

査時点で満20歳以上89歳以下の男女個人であ

る工1〕．質問項目は個人属性をはじめとして多岐

に亘っており，質問の内容や仕方は年により多

少変更があるものの，多くの質問が中断なく繰

り返し尋ねられている12〕．今回の研究では

2000年から2005年までの個票データを用いた

が，これは，この期間が概ねr格差社会」出現

の懸念が広まり，それと相まって税の負担感・

不公平感が1980年代末の消費税導入時以降初

めて，再び人々の高い関心を集めた時期にあた

るためである13）．

　この調査では，毎年同じ人に回答させている

訳ではない．したがって，データはパネルでは

なく，反復クロスセクション（repeated　cros＄

SeCtiOn）である．基本的にはクロスセクション

データとしての属性をもつが，多年度に亘って
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いるため，経年的な変化の可能性を取り入れた

分析が可能となる．

2．2重税感の質問

　本研究の分析対象である重税感についての質

問は，以下である1ヰ〕．

Q．あなたに課せられている所得税は，高いと思いますか．

　1　　2　　3　　4　　5　　　6　　　　7
　低い　やや　適切　やや　高い　かわら　課せられ
　　　低い　　　　高い　　　　ない　ていない

6および7以外は，より高い番号がより大きな

重税感に対応している．本研究では，この回答

の6と7を除いた値を被説明変数とした．

　この設問については，いくつか留意事項があ

る，まず，設問では「課されている所得癌ぽ

…」となっており，「癌ぽ…」となっていない．

表現を見る限り質問者の意図は明らかだが，回

答者が厳密に所存癌あみに関するものと解釈し

たかどうかは不明である、所得税以外の税につ

いても同様な設問があればともかく，そうでな

いため，地方住民税や，自営業者の事業税など

関連する税を含めた，広く税金と解釈した人が

いた可能性は排除しない．各回答者が実際どう

であったかをデータから知る術はないものの，

この点は念頭においておく必要がある15）1

　次に，回答者がこの種のアンケートに対して，

どう答えるかという点にも留意が必要である．

まず，回答にはr意識的な上方バイアス」がか

かる可能性がある．つまり，回答者が実際には，

例えばr3適切」が正しいと思っても，それを

そのまま正直に答える誘因はない．税を好まし

くないと思うに違いないほぼ全ての人にとって，

回答が自分の税負担に直ちに影響を与えなくて

も，いずれ政府の租税政策に反映されて，巡り

巡って自分にも将来影響を及ぼすかもしれない

と考えたら，実際よりも重めに意思表示をしよ

うと考えても不思議ではない．その場合，より

高い選択肢4や5を選択するだろう．また，こ

うした「意識的な上方バイアス」が全回答者に

一律であると考えられるのに対し，就業形態間

で回答に「歪み」が生じている可能性もある．

すなわち，前述の通り，捕捉率の業態問格差を

広く人々が認識しているため，回答が就業形態

で異なる可能性がある．メディアで重税感がし

ばしば取り上げられるサラリーマンは，それを

意識して高めに回答するかもしれない．一方，

税負担が軽いとされる自営業者は，それに1頃じ

て低めに回答するかもしれないし，あるいは反

発して高めに回答するかもしれない．このよう

な，一般認識からの回答への影響は排除できな

い．もちろん，これら「意識的な上方バイア

ス」や就業形態問のr歪み」を実証することは

困難であるが，以後の議論を進めるに当たって，

認識すべきことである．

2．3　回答傾向概観

　次に，回答選択肢の分布を，各年で概観しよ

う．表ユは年毎の記述統計を示す．例えば

2005年のデータでは，r低い」を選択した人の

割合がσ．6ユ％，「やや低い」がσ．8ユ％で，以下

「適切」，「やや高い」，「高い」がそれぞれユ7．1

％，37．7％，43．8％となっている．半数近くの

人が所得税を高いと感じていることがわかる．

これに対し，r低い」もしくはrやや低い」と

感じている人は／．4％強と極めて少なく，分布

は大きく右に歪んでいる．これは各年で同様で

ある．税を好ましくないと思っている場合，例

え客観的には少額であったとしても，人は税を

「重い」と感じるであろう．税は必要であると

考えていたとしても，純粋に「好ましい」と思

っている人は少ないに違いないから，例え，

「意識的な上方バイアス」がなかったとしても，

この結果は当然といえよう．

　こうした回答傾向に経年変化はあろうか1各

年の平均と歪度を見ると，2003年と2005年の

間に特異な変化が見られる．2003年までは平

均は上昇，分布は右への歪みが増しているが，

2005年には一転，平均も右への」歪みも低下し

ている．これをそのまま解釈すると，2000年

から2003年まで納税者の重税感は増したが，

その後にそれが反転しだということになる．こ

れらがどういう要因を反映し，また統計的に有

意であるかについては，後の分析で詳しく述べ
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表1．各年の回答選択肢の分布

済　　研　　究

2000年 2001年 2002年 2003年 2005年

データ総数 2893 2，790 2，953 3，663 2，023

うち回答1～5 2，039 2，O01 1，924 ユ，312 エ，476

平均 4．24 4．26 4．27 4．30 4．23

分散 O．84 0．83 O．82 O．84 O．80

歪度 一〇．80 一〇．82 一〇．85 皿1．13 一〇．82

1r低い」 O．59％ O．55％ O．52％ 1．22％ O．61％

2rやや低い」 O．93％ 0．70％ O．78％ O．30％ O．81％
分布（相

ﾎ度数）
3「適切」 20．06％ 19．64％ 18．09％ ユ6．84％ 17．07％

4rやや高い」 30．90％ 30，08％ 32．48％ 30．49％ 37．74％

5r高い」 47．52％ 49．03％ 48．13％ 51，14％ 43．77％

注）各回答の相対度数は，選択肢6（rわからない」），7（r課税されていない」）を除

@　いたもので算出している．

る．

いたもので算出している

3．説明要因の検討

3．1計量モデルの考え方の整理

　さて・重税感に影響を与えると考えられる要

因には，何があろうか．今回利用するデータセ

ットには種々の質問・回答が用意されているが，

これら全てを分析することはできないし，また

その必要もない．まず想起されるべきは，所得

であろう．これは，質問がそもそも所存税の重

税感である上，累進制をとっているため，所得

は人々の重税感に強く影響を与えると考えられ

る．所得以外の経済要因の中では，特に，既に

何度も述べているように，現行税制には所得捕

捉率の業種間格差に根付く，不透明感，不公平

感が付き縫っているため，回答者の就業形態，

つまり自営業者かサラリーマンか，あるいはそ

れ以外かという区別が重要である．そのほかに，

非経済要因にも先験的に重税感に影響を与える

と考えられるものをいくつか想起できる．

　以上を計量モデルで整理すると以下のように

なる．すなわち，所得を∫，所得以外の経済要

因をX，非経済要因をX’，各年ダミーをDと

すると，重税感γは

　　　γ；＝β1ム十X壷β2＋X‘β3＋D｛β4＋ε主

と表せるユ6〕．但し，下付き添え字ゴ＝！，2，…，W

は回答者を示し，β。は所得の係数（スカラー），

β。は所得以外の経済要因の係数ベクトル，β。

は非経済要因の係数ベクトル，β・は各年ダミ

ーの係数ベクトル，εは撹乱項である、以下，

∫，X，X’それぞれについて説明する、

ることとしたユ7）．

は別概念である．

て回答したとすれば，

根ざす所梅の影響を測ろうというのは厳密には

正しくない．しかし，全ての回答者が所得と収

入を厳密に区別して回答レだとは考えにくい．

また，そうだとしても収入と所得の相関は高く，

前者は後者を相当程度代理しているはずである．

そうであれば，所得に関する設問がない以上，

これで代用することはある程度正当化される．

後述する分析では，所得を示すr所得変数」に

このr収入」を充てた推定を基本推定とする．

　しかし，「収入」には問題もある、まず，そ

れそのものないしはそれが代理すると捉えた課

税前の所得と，課税標準となる課税所得は同一

ではなく，種々の控除などが両者の乖離を相当

程度大きくしているが，実際に重税感に影響を

与えるのは，課税前所得ではなく，課税所得な

いしは実際の納税額であるとも考えられる18）．

国税庁r税務統計から見た民間給与の実態』で

は，給与所得者の収入（給与）ないしは所得に占

める納税額の割合が給与階層別に得られる．一ま

た，r税務統計から見た申告所得税の実態』で

は，申告納税者の所得に占める納税額の割合が，

所得階層がつ，r営業所得者」，r農業所得者」，

「その他の所得者」という分類ごとに得ること

ができる．そこで，これらを『調査」の階層お

よび就業形態（後述）にマッチングさせたr納税

額割合」を，「収入」に代えた推定も同時に行

い，基本推定の結果の頑健性を確認する19〕．た

だし，これらはr調査』自体から得られる情報

ではないため，上言己マッチングにはr誤差」が

3．2所得（∫）

　『調査』では，r所得」そのものを

問う設問はない．これに最も近いも

のは，19段階に区分し回答させて

いる，前年の仕事からの収入（以下

r収入」と称する）である．最低は

rなし」すなわちO円で，最高はど

の年も「2，300万円以上」である．

そこでまず，これらを各区分の中央

値に変換し，「所得」の高低を捉え

　　　言うまでもなく，収入と所得

　　　回答者がこれを正しく認識し

　　　　　これを以って累進構造に
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混じる可能性があることには，重々注意を払わ

なくてはならない．

　所得変数としてr収入」を用いることのいま

一つの問題は，これは仕事からの収入であるた

め，年金からの収入を含んでいない点である、

収入がわずかな年金からだけの人は，税金を払

っていないなので，重税感の問においてその旨

答えてデータから外れるのでよいが，年金収入

があり，かつ納税している人は，「収入」と重

税感の関係が歪となり，これが結果に影響を与

える可能性がある．これに対しては，いずれの

年でも，年金収入の額を問うものはないため，

仕事からの収入額．にそれを加えて対処すること

はできない．しかし，2002年以降のデータで

は収入源を問う問があるため，これで年金を選

択し，かつ重税感の質問に答えている人をデー

タから外すことができる、そこで，後の分析で

は，上述の歪な関係の影響を排除す多ため，こ

れも行う．

3．3所得以外の経済要因（X）

　所得以外の経済要因にも，回答者の重税感に

影響を与えるものがある．例えば所得は同じで

も，多額の純資産を保有していれば，そうでな

い場合に比して，税を軽めに感じるかもしれな

いし，養う子供数や家族の人数が大きければ，

税を重めに感じるかもしれない．また，所得は

ライフサイクルなどで変動するため，前年の所

得が同じでも生涯所得が異なれば，異なった重

税感を抱く可能性はある．このような要因はし

ばしばr担税カ」と称されるが，重税感に影響

を与える限りにおいてこれらを制御する必要が

ある．『調査』では，「白本の社会の5つの階層

の申であなたはどれにはいるか．」という設問

があり，本研究ではこれに対する回答（ユl　r上

層」，5：r下層」）がr担税力」を反映すると考

え，これを説明変数に加える．資産状況に関わ

る設問としては，持ち家の有無があるが，借り

入れの有無は尋ねていないため，純資産の指標

としては不適切である．子供数や家族数につい

ても，これが増えることによる生活困窮と，扶

養控除による負担軽減が相互にうち消しあうた

め，重税感を押し上げるのか下げるのか不明で

あるので，「担税力」の指標としては採用しな

い20）．

　所得以外の経済要因の中で，特に重要と考え

注目するのは，就業形態である．r調査』では，

就業形態に関する問いを以下のように設けてい
る2エ）．

Q．あなたの仕事は，大きく分けて，この中のどれに当てはま

　りますか．

　1（ア）経営者・役員

　2（イ）常時雇用の一般従業者　役職なし

　3（ウ〕　　〃　　　　　　　職長，班長，組長

　4（工）　　〃　　　　　　　係長，係長相当職．

　5（オ）　　”　　　　．　　課長，課長相当職

　6（カ）　　〃　　　　　　　部長，部長相当職

　7（キ）　　”　　　　　　　その他の役職

　8（ク）　　〃　　　　　　　役職はわからない

　9（ケ〕臨時雇用・パート・アルバイト

　10（コ）派遣社員　．

　11（サ）自営業主・自由業者

　ユ2（シ）家族従業者

　13（ス）内職

　14　　わカ、らない

ここでは，このユ1を選択した回答者を自営業

者と見なし，これを1，それ以外はOをとる自

営業者ダミーを作成する．一般メディアなどで

は，サラリーマンの重税感が大きいとか，税制

改正では過重な負担を強いられるなどと報じら

れることが多い22）．そこで，自営業者とともに，

サラリーマンについても同様のダーミー変数を作

成する、ここでは上言己の2～8がそれにあたる

と考えた．クロヨン，トーゴーサンの「ヨン」，

「サン」にあたるのは農林漁業者である．r調

査』には仕事の内容を具体的に記入させる問が

あり，実施者がそれをもとにいくつかに分類し

ている、そこで，上記の「自営業」のうち，農

業，林業，漁業に分類されている回答者をr農

林漁業者」とみなし，該当者に1を，そうでな

い者には0を充てたr農林漁業者」ダミー変数

を作成した23〕、これらいずれにも該当しない

「それ以外」が，基準となる．このように分類

した結果，各年とも「サラリーマン」が最も多

く，どの年も50％を越えている．反対に「自

営業」がユ3％～ユ7％で，最も少ない．「農林漁
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業」の割合は，r自営業」の20．8％～27．5％（全

サンプルで2．9％～4．3％）程度である．尚，回

答のうち，rわからない」や無回答はデータか

ら除外した．

3．4非経済要因（r）

3．41学歴
　高学歴の人は，財政や税に関して深い理解も

つ故，一般論として，感情的な重税意識はもっ

ていないものと考えられる．r調査」ではrあ

なたが最後に通った（または現在通っている）学

校はどれにあたりますか、」という形で学歴を

尋ねている．ここでは，旧制の師範学校，高等

学校，専門学校，高等師範学校と，新制の短

大・高専，大学，大学院をまとめて「高等教

育」，旧制の尋常小学校（国民学校を含む）と新

制の中学校を合わせて「義務教育」，それらの

中問をr中等教育」とし，3つに分類した．そ

の結果，各年とも，「高等教育」が30％弱，

「義務教育」が20％弱，「中等教育」が50％弦

となった．

3，4．2　情報アクセス

　日頃，新聞等メディアを通じて情報に接して

いる人は，そうでない人に比べて，顕著な回答

傾向を示す可能性も高い．それが，財政や税に

関する深い理解につながっていれば，学歴と同

様，情報に接している人ほど，税金も仕方ない

と感じる傾向を示すだろう．しかし，報道では

税金の無駄使いなど，重税感をあおるきらいが

あるので，そのようにも言い切れない．反対に，

情報に接している人ほど税金が重いと感じるか

もしれず，どちらであるかは，先験的には判断

しかねる．

　情報アクセス度を測る設問として，1週間に

新聞を読む頻度を尋ねるものがあり，これを採

用した24〕・回答はr1ぽぽ毎日」牟らr5全く

読まない」までの5段階であるが，変数は「！

ほぼ毎日」を選択している場合に！を，それ以

外の場合は0をとるダミー変数とした25）．

3．4．3政治意識

　税が重いと感じるか否かは，政治意識に密接

に関係すると思われる．これに関しては，r政

研　　完

治的な考えを，保守的から革新的までの5段階

にわけるとしたら，あなたはどれに当てはまり

ますか、」と，直接的に保守（1）・革新（5）とい

う形で尋ねる問いがある．これへの回答を「保

守・革新」という説明変数とする．支持政党は

何かを尋ねる問いも，重要な情報を提供する．

どの政党の支持者がどういう重税感を持ってい

るか検証するのは，興味深い．但し，「支持政

党」は，2003年の調査では，r重税感」と同時

に取れないため，利用可能でない26〕．

　これらの回答は，重税感にどのような影響を

持つと先験的に考えられるか．「保守・革新」

については，保守的な人ほど小さな政府を，革

新的な人ほど積極財政を志向するから，この変

数の値が大きいほど，重税感は小さくなると考

えられる．一方，r支持政党」については，推

定期問中は，自民党と公明党が政権与党である．

これを支持する人が，政府の政策を全て支持す

るわけではないが，そうでない人に比べて支持

する可能性が高いであろう．したがって，これ

らの人々は税金が多少高くても仕方ないと考え

る傾向があるのではないか．野党支持者は反対

に，大きな重税感を抱き易いと思わ乱る、特に，

戦後一貫して一度も政権与党となった経験のな

い共産党の支持者に，その傾向が顕著であろ
う27〕

3．4．4居住自治体規模

　r調査』には居住する，北海道・東北，関東

などの地域ブロック，都道府県，そして自治体

の規模に関する問がある．居住地の特徴が何が

しか重税感に影響を与えるとしたら，例えば，

農村居住者は都市居住者に比べて保守的である

とか，地方税負担や行政サービスにおいて違い

があるなどが考えられる．この意味において，

地域ブロックは地域のくくりが粗すぎるし，都

道府県は都市部・農村部の仕切りに恣意性がは

いるので，説明変数として不適切である．一方，

自治体規模は地域をr大都市」（調査時点での政

令指定都市），「そのほかの市」，そして「町村」

と分けており，前述した地域の特性をある程度

反映していると考えられる．尚，各分類の構成

割合は，各年とも概ね大都市が18％，町村は
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表2．説明変数の記述統計

　　　　　　収入
所得変数
　　　　　　納税額割合
社会階層

　　　　　　自営業
就業形態　　　　農林漁業

　　　　　　サラリーマン
　　　　　　高等教育
学歴
　　　　　　義務教育
情報アクセス（毎日新聞を読む）

年齢

性別

　　　　　　保守・革新
　　　　　　自民党
　　　　　　民主党
政治意識
　　　　　　公明党
　　　　　　共産党
　　　　　　社民党
　　　　　　大都市
居住自治体規模
　　　　　　町村
2001年ダミー

2002年ダミー

2003年ダミー

2005年ダミー

中央値

300

0．029

　3
　0
　0
　0
　0
　0
　1
　53

　2
　3
　0
　0
　0
　0
　0
　0
　0
　1
　1
　0
　0

最大値

！3000

0．211

　5
　1
　ユ

　1
　ユ

　1
　1
　89

　2
　5
　1
　1
　1
　ユ

　1
　1
　1
　1
　ユ

　1
　1

最小値

　O
O．O04

　1
　0

　0
　0
　0
　0
　0

20

　ユ

　1
　0
　0
　0
　0
　0
　0
　0
　0
　0
　0

　0

標準偏差

356．258

　0．023

　0．782

　0．347

　0．183

　0．500

　0．451

　0．389

　0．432

16．680

　0．498

　0．912

　0．429

　0．241

　0．182

　0．132

　0．132

　0．386

　0．425

　0．402

　0．489

　0，489

　C．348

観測数

7．580

7．580

14．146

8．573

8．634

8．573

！4．222

14222

！2．576

14．322

14．322

12．239

10．659

10．659

10．659

10．659

10．659

！4，322

ユ4．322

14．322

14．322

14．322

14，322

年により18％から25％，そのほかの市は残余

の56％から63％となっている．
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る．ただし，係数推定値

の値そのものには同様の

解釈を与えることができ

ず，影響の大小は，限界

効果（margina1effect）を

別途計算して評価する．

　説明変数には，前節で

あげた変数の他，一般的

．フェース項目として年齢

と一性別を加える．これら

の記述統計量は表2のと

おりである．

3．5経年変化（各年ダミー）（〃）

　本研究で用いるデータは反復クロスセクショ

ンデータである．単純なクロスセクションと違

い，冬期問に亘って収集されているため，各期

間の特徴を検出できるメリットがある．そこで，

当該年以降にユをとり，その前年までは0をと

るダミーを各年で4つ作り，これを説明変数に

加えた．例えば，2001年ダミーの場合には

2000年までがO，2001年以降2005年まで全て

1をとる．

4．全体推定

4．1推定手法と分析の進め方

　被説明変数たるr重税感」は，1～5の質的

データで，かつ1は最も小さく，5が最も大き

いという序列がついているため，順序型ロシッ

トモデルを推定する．通常の回帰分析と同様，

係数推定値が統計的に有意であれば，その変数

が被説明変数の選択確率に影響を与える蓋然性

が高く，符号が正（負）であればより順位の高い

（低い）選択肢を選ばせるほうに働くと解釈され

4．2基本推定

　表3は，基本推定の結

果である．5年全であデ

ータを用いるため，政治

意識には「保守・革新」

のみを用いる．モデルの適合度に関しては通常

の沢2が意味を持たないことはよく知られてお

り，対数尤度を報告するのが一般的な慣行であ

る28）．対数尤度は高いとは言えないものの，使

用しているデータが個票であることに鑑みれば

許容範囲である．

　各説明変数について見ていくと，r収入」は

係数推定値の符号が正で，極めて有意である．

このことは，他の条件が同一ならば，仕事から

の収入が高い人ほど重税感が大きいことを示

す29）．r担税力」の指標として導入した社会階

層の係数推定値も符号は正で極めて有意であり，

担税力が小さい人ほど税負担を重く感じている

ことがわかる、就業形態では，「．自営業」は極

めて有意な負の係数推定値を得ており，基準と

なる「それ以外」の人に比して重税感が顕著に

小さいことを示す．それに対し，「農林漁業」

の係数推定値は符号が負ながら非有意であり，

自営業者の中で農林漁業者は重税感がさらに小

さいということは示唆されない．「サラリーマ

ン」は正で非有意の係数推定値を得ており，

「それ以外」の人に比べて彼らの重税感が特に

大きいわけではない．但し，サラリーマンの重

税感は自営業者に比して顕著に高いことは，
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　表3．基本推定

所得変数　　　収入
十LLム砒后詞

係数推定値

O．OO08ユ

P値

O．OOO

限界効果

Prob
（低い）

一〇．054

　Prob
（やや低い）

一〇．06！

Prob
（適切）

一ユ．137

　Prob
（やや高い）

一〇．773

Prob
（高い）

2．025

社会階層

A業形態

自営業

　∩o［oo「
@u．乙’JoU

|O．439ユ9

O．OO0

O．OOO

t．⊥oo

@O．349

t．∠uO

@O．389

　＾　〔〔＾
｡d．δ∠ヨ

@6．727

一∠．oUd

@3．250

　o．枇1

|10．716

農林漁業 一〇．09530 0．599 0067 O．075 1．367 O．857 皿2．366

サラリーマン

s刹ｳ育

　O．03412

|O．ユ2266

O．606

O．042

一〇．023

@0．084

一〇．026

@0．094

一0．477

@1．733

一〇．324

@1．14！

　O．850

|3．051
学歴

義務教育 O．15959 O．063 一〇、101 一〇．113 一2．156 一1．613 3，984

情報アクセス（毎日新聞を読む） 一〇．13302 O．04ユ O．086 O．097 1．825 ユ．3！0 一3．318

年齢 一〇．OOO06 O．978 O．OOO O．OOO O．O09 O．O06 一〇．016

性別 O．08900 O．160 一〇．065 一〇．074 一1．331 一一 Z．768 2．239

政治意識 保守・革新

蜩s市

O．15433

O．06828

O．OOO

n．335

一〇．ユ03

|O．045

一〇．116

|O．050

一2，158

|O．943

一1，467

|O．665

3．844

I．703
居住自治体規模

町村 一〇．14943． O．024 O．104 O．117 2．140 1．348 一3．709

200／年ダミー O．13912 O．072 一〇．097 一〇．108 一ユ．986 一ユ．265 3．455

2002年ダミー 一〇．02242 O．778 O．Oユ5 O．Oユ7 O．313 O，2ユ3 一〇．559

2003年ダミー O．066！0 O．457 一〇．044 一〇．049 一〇．917 一〇．637 1．648

2005年ダミー 一〇．27844 O．O03 O．206 O．230 4．1ユO 2．324 一6．869

μ1 一3．29785

μ坦 一2．53038

μ昌 O．24660

μ4 1．8ユ6！5

観測数 5215

対数尤度 一5636．2

LR統計量 210．3

注〕限界効果については，「収入」は百万円を，「年齢」は十歳を一単位として算出している．また，5段階の回答である「社会階

　層」，r保守・革新」は連続型変数として扱って算出している．

「自営業」の結果から導かれる．

　学歴では「高等教育」で負，「義務教育」で

正の係数推定値を得ている．前者は5％，後者

は10％水準で有意である．このことは基準と

なる，「中等教育」の人と比べて，他の条件が

同一であれば，高学歴者は税が重いとは感じな

い，反対に低学歴者はそう感じる傾向を意味し

ている．「情報アクセス」は係数推定値の符号

は負，5％水準で有意であり，新聞を毎日読む

人はそうでない人に比して重税感が小さいこと

を示唆する．このような結果は，高学歴者や情

報に接する機会が多い人は財政や税について一

定の理解をもつ一方，低学歴者はそうした理解

が十分でないためであるという解釈が可能であ

る．性別および年齢は，係数推定値はともに非

有意である．

　政治意識を表すr保守・革新」の係数推定値

は，符号が正で，極めて有意である．この結果

は，革新的な人ほど税が重いと感じる傾向を示

唆する．これは，「保守」＝「小さな政府論者」，

「革新」＝「積極財政論者」という単純な図式

を前提とすると，逆説的な結果であるが，この

点については「支持政党」を分析に加えた結果

を踏まえて後述する．

　居住白治体規模のr大都市」は非有意である

が，r町村」はともに5％水準で有意である．

つまり，「大都市」に居住する人は基準となる

rそれ以外の都市」に住む人と差異はないが，

「町村」に住む人々はこれらの人々と比して，

所得税が重いと感じる傾向が顕著に小さい．各

年ダミーは，2001年ダミーが10％一水準で有意

に正の，2005年ダミーが1％水準で有意に負

の係数推定値をそれぞれ得ている一方，2002

年，2003年ダミーの係数推定値はと」 烽ﾉ非有

意である．このことは，2000年から2001年に

かけて，納税者は重税感を高めたが，2003年

から2005年の問に，それが緩和されたことを

示唆している．

　表3の右側には限界効果が記載され，各説明

変数が，重税感の各回答選択肢に与えた影響の

量的大きさを示している30）．注目すべきは，

r自営業」．の効果の大きさである．r収入」につ



　　　所得税の重税感

表4．頑健性チェックのための推定

I．収入階層ダミー
@　を用いた結果

n、納税割合を用い
@　た推定

皿．年金収入がある
@　人を除いた結果

係数推定値 P値 係数推定値 P値 係数推定値 P値
収入 一 L 一 一

Om076 O．OOO

収入階層5 α328 O．082 L 一 ⊥ 一
所得変数 収入階層14 α528 O．011 I 一 一 I

収入階層16 α889 O．060
一 一 』 一

納税割合 ■ 一
O．！04 O．OOO

■ ■

社会階層 O．269 O．OOO O．265 O．000 α273 O．OOO

自営業 一0466 O．OOO 一〇．376 O．OOO 一α288 O．068

就業形態 農林漁業 一0」〕44 O．679 一〇．052 O．774 rα420 O．276

サラリーマン ○皿4 O．839 O．311 O．OOO O．168 O．088

高等教育 一〇．126 O．038 一α！09 O」070 一〇．158 O．073
学歴

義務教育 O．148 O．086 α140 α101 一〇一083 O．570

情報アクセス（毎日新聞を読む） 一〇．129 O．048 一〇一119 O－068 一〇．271 O．O04

年齢 O①OO O．884 αO01 O．638 O．O07 O．072

性別 O．091 O．171 O．043 0490 O．067 O．491

政治意識 保守・革新 O．157 O．OOO α158 O．OOO O．250 O．OOO

大都市 O．065 O．362 αC74 0299 O．114 O，277

居住白治体規模
町村 一〇．157 O．Oユ8 一α160 O－015 一0247 O．O王6

2001年ダミー O．146 O．060 O－142 ○り67
一 一

2002年ダミー 一〇、028 O．728 一〇り21 O．795
■ ■

2003年ダミー O．071 O．424 α064 0472 O．013 O，891

2005年ダミー 一〇．274 O．O04 一α298 αO02 一〇．283 O．O07

μ1 一3．518 一3．125 一3り68

μ2 一2．75ユ 一Z358 一2438

μ3 O．028 α418 0481

μ4 1．60ユ 1．986 2．166

観測数 5215 5215 2358

対数尤度 227．3 一5640．8 一2476．8

LR統計量 一5627．7 201．2 127．6
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注）定式化Iでは，収入階層1を基準として，2から19まで全てをダミー変数として取り入れている
　　が，lO％水準で有意な係数推定値を得た収入階層5，14，16のみを掲載している．定式化皿で
　　200ユ，2002ダミーがないのは，2，O02年以降のデータのみ使用しているため．

いては単位を百万円で計算しているが，百万円

の収入増は回答選択肢「1」（「軽い」）の選択確率

を0，054％ポイント減少させ，「5」（「重い」）の

選択確率を2，025％ポイント押し上げるのに対

し，rそれ以外」からr自営業」への就業形態

の変更は「ユ」を0，349％ポイント増加させ，

「5」は実に10，7！6％ポイント減少させる．所

得と自営業者ダミーはそれぞれ連続型，離散型

と変数の形態も違い，限界効果の算出方法も異

なるため，これらの数値の単純な比較には注意

を要するが，他のダミー変数と比較しても，

「自営業」の量的大きさは際立っている．これ

らのことから，自営業という就業形態が重税感

に与える影響は，相当大きいことがわかる．

　ところで，所得税制の累進構造は非線形であ

るため，「収入」に各階層の中央値を用いてい

ることは問題かもしれない．そこで，表3の結

果の頑健性を確認するため，階層そのものをダ

ミー変数として取り入れる推定を行った．結果

が表4のIである31〕．紙面の都合で，各階層ダ

ミーgうち10％水準で有意な係数推定値を得

たもののみ記載した．収入階層以外の説明変数

の結果は，基本的に表3と変わらない．階層5

すなわち「1，000万円～1，200万円」以上で，

5％水準で有意に正の係数推定値を得たが，こ

れは，一般に1，OOO万以上で所得税の重税感が

高まるといわれていることを裏付けるものとし

て，興味深い．

4．3所得変数に「納税額割合」を用いた結果

　次いで，r収入」に代えてr納税額割合」を

入れた推定を行った．表4のIを見ると，「納

税額割合」は表3のr収入」と同様，符号は正

で，ユ％水準で有意となっており，社会階層も

黙りである．r自営業」は有意に負の係数推定

値を得ており，表3の結果と同じである．r農
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表5．支持政党を取り入れた推定

済　　研　　究

所得変数　　　収入

1．「保守・革新」

　を入れた推定
係数推定値

O．OO079

P値
O．OOO

皿．「保守・革新」

　を除いた推定
係数推定値

O．OO077

P値
O．OOO

社会階層 U．z4b U．UuU u．Zbb u．UUU

自営業 一〇．527 O．OOO 一〇．521 O．OOO

就業形態 農林漁業 O．022 O．9ユ4 O．O02 O．993

サラリーマン 一0．034 O．639 一〇．024 O．735

局等教育 一〇．153 O．020 一〇．！37 O．036
学歴

義務教育 O．140 O．129 O．127 O．！66

情報アクセス（毎日新聞を読む〕 一〇．096 〇一171 一〇．097 O．164

年齢 一〇．O01 O．751 一〇．O01 O．660

性別 O．082 O．233 O．078 O．254

保守・革新 O．158 0．OOO
一 ■

自民党 一〇．051 O．493 一〇．！！1 O．130

民主党 一〇．163 O．158 一〇．111 O．335
政治意識

公明党 O．O09 O．957 O．024 O．885

共産党 0．392 O．076 O．527 O．Oユ4

社民党 O．088 O．689 O．125 O．565

大都市 O．080 O．300 O．086 C．264
居住自治体規模

町村 一〇．143 0．046 一〇．143 O．044

2001年ダミー O．！42 O．068 O．148 O．055

2002年ダミー 一0．025 O．758 一〇．054 O．49！

2003年ダミー・ 一〇．195 O．024 一〇．187 O．029

μ1 一3．645 一4．115

μ2 皿2．711 一3．167

μヨ O．065 一〇．397

μ4 1．640 1．166

観測数 4443 4504

対数尤度 178．4 153．0

LR統計量 一4812．2 一4890．4

林漁業」が非有意なのも変わらない．大きく異

なるのは，「サラリーマン」の係数推定値が

！％水準で有意となったことである．これは，

r自営業」のみならず，基準となるrそれ以外」

の人に比しても，彼らの重税感が顕著に大きい

ことを意味する32）．その他の変数では，他に，

学歴とr情報アクセス」の係数推定値の有意度

が弱まり，特にr義務教育」は10％水準でも

非有意に転じたが，その絶は表3と大きく変わ

るものではない．

4．4年金収入がある人を除いた結果

　さらに，年金収入がありかつ納税した人をデ

ータから取り除いて，推定を行った．こうした

人はr収入」に年金収入が含まれないため，彼

らを含めると「収入」と重税感との関係に歪み

が生じる可能性があるためであった33〕1結果は

表4の皿のとおりである、r収入」とr社会階

層」は依然として1％水準で有意，r自営業」

は10％水準で有意に転じたが，rサラ

リーマン」が10％で有意となってい

る．この結果は，年金収入のある人は

殆ど（96％）がサラリーマンでないため，

年金収入者でかつ課税されている人を

含めた表3の分析は，そう一した非サラ

リーマンを多く加えていることになり，

それがrサラリーマン」と重税感の関

係を弱めている可能性もある．但し，

表3の結果は，サラリーマンが「それ

以外」の人と差別化できないことを示

しているまでであり，r自営業」と比

べて重税感が顕著に大きいという点は，

この表4の皿と同様である．それ以外

は，「高等教育」，年齢が10％水準で

有意となった他，概ね表3の結果と整

合的である．

一夕は除外した．

ミーと2005年ダミーが同一になるので，後者

も除外している．結果は表5のIである．支持

政党ではr共産党」のみ10％水準で有意な正

の係数推定値を得ている．他g政党には特別の

傾向は見いだせない．また，「義務教育」と

r情報アクセス」が非有意に転じているが，そ

の他は，表3の結果と概ね同じと言ってよい．

　ところで，「保守・革新」と「支持政党」を

同時に入柞ることには，若干の注意が必要であ

る．というのも，これら2つの問は，厳密には

別の内容だが，一般に自民党支持者は保守的，

反対に共産党支持者は革新的ととらえられるた

め，同一ではないが類似の情報を提供している

可能性が高い34〕．そのため，r支持政党」の他

に「保守・革新」を加えると，意図した政党支

持と重税感の傾向が明確に現れない可能性があ

る．そこで，念のためr保守・革新」を除去し

た推定を行った．結果が表5の■である．Iと

4．5支持政党を用いた結果

　最後に，「支持政党」を加えた推定

を行った．前述の通り，2003年の調

査では「重税感」と「支持政党」のデ

ータが同時に取れないため，同年のデ

　　　　また，そのため，2003年ダ



　　　　　図1．

50C
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10◎

　　　　歳出総額

　　　　　　　　　　　所得税の重税感

町村と市の一人当たり歳出総額・地方税額・委譲財源合計

注）出典は総務省r市町村財政状況調』．

　　上び一般），地方特例交付金，国庫文出金

比べると，「共産党」が5％水準で有意に変わ

った他，「自民党」が依然非有意ながらP値が

相当小さくなり，支持政党の影響がより明確に

なったと言える．他の説明変数に目立った変化

はない．

4，6総括

　以上の結果を総括しよう．まず，所得変数は

「収入」，「納税額割合」のいずれにおいても，

有意に負の係数推定値を得ていることから，所

得の高い人ほど重税感が大きいと言ってよい．

また，「担税力」の指標として選んだ「社会階

層」の係数推定値も，予想どおり有意に正とな

った、これらとならんで，「自営業」はいずれ

の定式化でも，有意に負の推定値を得ているこ

とから，自営業者は確かに重税感が小さいと結

論づけてよかろう．r農林漁業」の係数は，全

ての推定で符号は負であるものの非有意となっ

ているため，自営業者の中で農林漁業者が特に

税を軽く感じているとは言えないl　rサラリー

マン」の係数は，符号は一貫して正ながら，有

意・非有意の別は定式化によって異なり，基準

となる「それ以外」の就業形態の人に比して重

税感が大きいかどうか明確でない．

　r高等教育」は全ての推定で，少なくとも

！0％水準で有意となっているため，重税感を

押し下げると判断してよい．一方，r義務教育」

やr情報アクセス」は，定式化によって有意，

非有意がわかれ，明確な結論は導けない．性別

および年齢は，いずれの定式化でも一貫して非
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有意であり，重税感に影

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　饗を与える要因ではない．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　それ以外の変数では，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「保守・革新」が一貫し

　　　　　　　　　　　　■笥：㍗㌶1㌃

　　　　　　　　　　　　…1・　　　　さな政府論者」・「革新」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝「積極財政論者」とい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　う単純な図式を前提とす

地方税収　一移譲財源合計　　　　　　ると逆説的であることは

　移譲財源合計は，地方贈与税，地方交付税交付金（普通お　前述したが，これを解く

　　　都道府県支出金の合計．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カギは表5の「支持政

　　　　　　　　　　党」の結果にある．「保守・革新」（rl」：保守，

　　　　　　　　　　「5」：革新）の符号と「共産党」ダミーの符号は

　　　　　　　　　　同じで，「自民党」ダミーの符号は逆であるが，

　　　　　　　　　　上記の図式が正しいとすれば，こうした符号の

　　　　　　　　　　結果自体が奇妙であろう．つまり，r保守・革

　　　　　　　　　　新」は「小さな政府」対「積極財政」の傾向を

　　　　　　　　　　捉えているのではなく，政権与党を支持するか

　　　　　　　　　　否かを示しているに過ぎないと考えるべきであ

　　　　　　　　　　る．

　　　　　　　　　　　r大都市」は全ての定式化で非有意であるが，

　　　　　　　　　　「町村」は逆に全ての定式化で，5％水準で有

　　　　　　　　　　意である．このことは，r大都市」に居住する

　　　　　　　　　　人は基準となるrそれ以外の都市」に住む人と

　　　　　　　　　　差異はないが，「町村」に住む人々はこれらの

　　　　　　　　　　人々に比べ，重税感が小さいことを意味する．

　　　　　　　　　　これを農村部の保守的傾向や所得の少なさを反

　　　　　　　　　　映しているとみることは，他に説明変数を加え

　　　　　　　　　　てこれらを制御しているので，適切ではない．

　　　　　　　　　　また，例えば選挙の投票率などに示されるよう

　　　　　　　　　　に，農村部の人は都市部の人に比べて政治的関

　　　　　　　　　　心が高く，これが財政や税についてのより深い

　　　　　　　　　　理解に結びつき，税の負担感に表れたという見

　　　　　　　　　　方についても，既に学歴や情報アクセスを加え

　　　　　　　　　　ているので当たらない．筆者はこれを財政構造

　　　　　　　　　　の違いの表れとみる1図ユは2002年のデータ

　　　　　　　　　　で，町村と市で，一人当たり歳出総額，地方税

　　　　　　　　　　額，国や都道府県からの移譲財源合計を比較し

　　　　　　　　　　たものである．町村は市に比べて一般に独白の

　　　　　　　　　　財政基盤が弱いので，税額は小さくなっている

　　　　　　　　　　が，移譲財源額が大きいため，歳出は大きくな
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っている．わが国地方税は自治体問に殆ど差が

ないので，どこに居住しようとも負担は大きく

変わらない．したがって，一人当たりの歳出総

額を住民が受けている行政サービスのプロクシ

ーと捉えると，町村住民は市住民と税負担が変

わらないのに，より高い行政サービスを受けて

いると解釈できる．このことが，税の割安感牽

生み，こうした結果につながっているのではな

いか．

　各年ダミーは，いずれの推定でも2001年ダ

ミーが10％水準で有意に正の，2005年ダミー

が1％水準で有意に負の係数推定値を得ている

一方，2002年，2003年ダミーはともに非有意

である（表5の2003年ダミーは，本来2005年

ダミーが検出する効果を検出したものと考えら

れ亭）。このことは，2000年から2001年にか

けて，納税者の重税感は高まったが，2003年

以降それが緩和されたことを示唆する．各年デ

ータとも収集時期は10月，11」月であるため，

平成12，15，ユ6年の所得税の改正がこうした

変化の原因となった可能性もなくはないが，い

ずれも軽微な変更で，このような大きな影響を

与えたとは考えにくい35）．筆者の解釈は，．経済

全体の景気動向が回答者の心理に影響したとい

うものである．長引く平成不況は2003年に底

を打ち，それ以降反転して景気の拡大期に入っ

た．そもそも重税感とは人々の主観，感覚であ

り，こうした景気全体の浮き沈みという経済環

境の変化が，人々の重税感に影響を与えたと考

えるのが妥当と思われる、

5．所得階層別の推定

　所得は他の説明変数と交差効果をもつ可能性

がある．すなわち，所得の多少によって，例え

ば学歴や政治意識が重税感に与える影響が違う

かもしれない．そこで，「高所得者」，「中間層」，

「低所得者」に階層分けした推定も行った．そ

の際，それぞれの階層の閾値に何をとるかは問

題となるが，前述のようにr調査』の19段階

の回答選択肢をそのまま用いた推定（表4のI）

で，「1，OOO万円～1200万円」以上で，5％水

準で有意に正の係数推定値を得たこと，および

研　　究

一般に！，000万以上で所得税の重税感が高ま．る

といわれていることから，r1，000万円～1，200

万円」以上をr高所得者」とし，「100万円～

12∩1＝≡旧1キ瀧拳杵訴但老　　五カ1ソ林多「出闇

層」と分類した、

　表6が推定結果である．「中間層」の結果は，

「義務教育」と2001年ダミーが非有意となった

以外は基本推定とほぼ同じであるが，これはこ

の階層の人が全体の8割を超えていることから

当然といえる．次に，全体の約5％を占める

「高所得者」では，社会階層，義務教育，情報

アクセス，政治意識が10％水準でも非有意と

なり，これらの要因がこの階層では影響を与え

ていないことが示唆される．「自営業」も非有

意となったが「農林漁業」は5％水準で有意と

なり，この階層では自営業者の中で農林漁業者

は重税感が小さく，非農林漁業・自営業者はそ

うではないことが示唆された、また，2001年

ダミーが非有意，2005年ダミーが！0％水準で

有意となっている．全体の約15％の低所得者

では，所得や自営業者を含めたほとんどの説明

変数が非有意となった1例外が，社会階層と

「義務教育」，「保守・革新」，2001年ダーミーで

ある．

　各年ダミーを各層横断的にみると，2001年

ダミーは低所得者層でのみ有意であり，基本推

定の結果はこれを反映したものであることがわ

かった．一方，2005年ダミーは「中間層」，

「高所得者」とも10％水準で有意であるが，低

所得者層では非有意である．このことは，低所

得者層は2000年から200！年の景気低迷の影響

を特に強く感じとり，逆に2003年以降の景気

回復の恩恵はあまり感じていないことが，重税

感の変化という形で表れたと解釈できる．本研

究の推定期間はr格差社会」の拡大が取り沙汰

された時期である．その真偽には別途慎重な検

証が必要であるが，仮に正しいとすると，この

結果はそれと整合的といえる．

6．総括と今後の展望

わが国税制の基幹税たる所得税には，クロヨ

ン，トーゴーサンなどと称する不公平感，不透
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表6．所得階層別の推定

局所得者 中間 低所得者

係数推定値 戸伯 係数推定値 P値 係数推定値 P値
所得変数　　　　収入 O．00133 O．O02 O．OO072 O．OOO 一〇．0015 O．503

社会階層 O．168 O．355 O．292 O．OOO O．225 O．020

自営業 一〇．565 O．ユ91 一〇．530 0．OOO O．042 O．864

就業形態 農林漁業 一ユ．472 0．027 O．133 0，546 一0．554 0．ユ55

サラリーマン O．539 O．ユ08 一〇．026 O．745 O．164 O．470

学歴
局等教育 一〇．608 O．070 一〇．124 0．065 一〇、ユ42 O．398

義務教育 一〇．391 O．50！ O．090 O．353 O．491 O．013

情報アクセス（毎日新聞を読む） 一〇．695 O．248 ＿O．145 O．047 一〇．016 O．918

年齢 O．013 O．428 O．OOO O．9C8 一〇一007 O．228

性別 一〇．531 O．290 O．108 O．126 一〇．046 O．807

政治意識　　　　保守・革新 一〇．118 O，423 O．170 O．OOO O．ユ81 O．Oユ9

大都市 O．O06 O．986 O．090 O．259 一〇、013 O．945
居住自治体規模

町村 一〇．793 O．024 一〇一ユ30 O．078 一〇．ユエ7 O．498

2001年ダミー 一〇．162 O．658 O．098 O．258 O．413 O．039

2002年ダミー O．496 O，177 O．O05 O．957 一〇．267 O．204

2003年ダミー 0，378 O．471 O．080 O．4王7 一〇．012 O．959

2005年ダミー 一！．！29 O．052 一〇．269 O．011 一〇．ユ92 0409

μユ
一

一3．355 一3．381

μ1 一4．977 一2．5｝1 一2．879

μヨ 一1．179 O．29！ 一〇．261

μ4 O．520 1．865 1．317

観測数 258 4！84 773

対数尤度 37，7 146．2 35．6

LR統計量 一223．8 一4503．8 一884．4

注） r高所得者」層はr収入」がr1，OOO万円～1，300万円」以上，r低所得者」層はr1OO万円～130万
円」未満，「中問」層はそれ以外．

明感が付き縫っている．それはこの税がもつ複

雑な制度が要因のひとつとなっていると考えら

れる．今日，少子高齢化の進行を背景に直間比

率の是正が長期的な課題となっている中，消費

税とともに議論の組上に上るだろう所得税に関

し，人々がどのような意見を持っているかを正

しく認識することは重要なことであるが，その

学術的探求はたいへん遅れている．そこで本研

究はその中で，どういう納税者が所得税に「重

税感」を抱いているかに的を絞り，『日本版総

合的社会調査』の5年分の個票データで，諸要

因を実証的に明らかにした．

　全体のデータを用いた推定では，概ね次の結

果が得られた．

261

（a）所得の高い人ほど重税感は大きい．

また，「担税力」の指標である社会階層を

低いと思う人ほど，重税感は大きい．

（b）　自営業者は広く毛れ以外の人に比し

て，重税感は顕著に小さい．そのうちの農

林漁業者は，他の自営業者よりも一段と小

さいという傾向は見られない．サラリーマ

ンの重税感は，自営業者との対比における

ものと解釈できる．また，「自営業」の影

響は，量的に相当大きい．

（C）高学歴者は所得税を軽めに感じる．

また，反対に学歴の低い人が税を重めに感

じる傾向や，日頃新聞をよく読み，情報に

アクセスする度合いが高い入が，軽めに感

じる傾向も一部認められた、

（d）政治意識では，革新的な人ほど大き

な重税感をもち，保守的な人ほどそうでは

ない傾向がある．これは一見逆説的である

が，政権与党への支持・不支持が表れたも

のと解釈できる．

（e）町村居住者は重税感が小さい．これ

は，彼らは都市居住者比して相対的に高い

行政サービスを享受しており，税の割安感

を持っているためと解釈できる．

　これらの結果は所得階層別推定における，

「中間層」の結果とほぼ同じであるが，「高所得

者層」では，社会階層，義務教育，情報アクセ

ス，政治意識が非有意に，r低所得者層」では
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社会階層，義務教育と政治意識以外は非有意と

なった．経年変化に関しては，国民全体の重税

感は2000年から2001年に増大し，2003年以

降緩和したことが示唆された、これは，全体的

な景気動向による経済環境の変化が，人々の重

税感に影響を与えたと解釈できるが，2000年

から200ユ年の重税感の増大は低所得者層が，

2003年以降の緩和は彼ら以外がそのように感

じたことも示唆された、

　これらの中で，（b）が本研究の最も大きな貢

献と考える．所得捕捉率の業種間格差を客観的

に実証する研究は既にいくつか行われているが，

これは，それらの結果と整合的で，それを補強

する．これにより，業種間格差の存在はますま

す明らかになったといってよい．水平的公平の

観点から，政府は制度改革を進めこの解消を図

らなければ，国民の信頼と支持を集める税制構

築はおぼつかない．

　最後に，本研究の限界と後続の研究について

言及したい．まず，今回用いたr調査』は多く

の優れた情報を提供するものの一，決して完壁な

ものではない．特に，第3節で論じたように，

所得変数には本来は課税所得を当てるべきであ

るが，これをこのデータセットから推計するこ

とはできない．残念ながら，この問題は，今後

r調査』の設計が変更されること等がなければ

如何ともしがたい．また，平成18年度の税制

改正は，所得税から住民税への税源移譲ととも

に，平成！ユ年以降はじめて，所得税の税率構

造が変更され，平成19年の所得から適用され

ることとなった他，定率減税も廃止されたが，

今回の研究ではこれ以降のデータは用いていな

い．今後はそうしたデータを分析に加え，この

改革が重税感に与えた影響を探りたい．その際

は，制度変更による，重税感の形成過程に構造

変化を考えるような，細かなモデリングが必要

となろう36〕．いずれにしても，順次開示される

データを用いて研究の更新を行っていくことは，

人々の重税感の最新の様相を知るばかりでなく，

制度改革の影響を詳らかにするという点でも，

意義深い．

　　（投稿受付2010年2月1日・最終決定20ユ1年

研　　究

　　5月18日，東洋大学経済学部）

注

　！）財務省パンフレットr税制について考えてみよ

う』（平成20年10月）p．12、平成3年の26．7％をピー

クに年々減り続けており，嘗ではもっと大きかった．

　2）　クロヨン，トーゴーサンは所得の捕捉率の問題
であり，捕捉率と制度の複雑さは厳密には月1」概念であ

るが，両者には相応の相関があると考えられる．何故

なら，控除制度では，ある税務会計上の処理が控除対

象の行為に該当するか否かについて，納税者本人の主

観的な解釈と，法が想定している客観的な解釈の乖離

が生まれる，「グレーゾーン」ができてしまうためで

ある．本文で言及した事例以外にも，例えば，医療費

控除における医療機関までの交通費の処理，雑損控除

における資産内容の適格条件なども挙げられる．こう

したケースでは，納税者は自己に有利に拡大解釈する

可能性があるが，これを税務当局が！00％検証するこ

とは不可能である．反対に，こうした控除制度がなけ

れば，グレーゾーンもなくなるので，税務署の把握漏

れもなくなるはずである．

　3）税制調査会rあるべき税制の構築に向けた基本
方針』（平成14年6月）の「第一．基本的考え方」，「二．

あるべき税制の構築に向けた視点」．

　4）　日本経済新聞，平成14年1月ユ8日，朝刊ユ面．

　5）　この改正では．課税最低限が330万円から195

万円に引き下げられるとともに，税率構造が小刻みに

なり，5段階（最低ユO％，最高37％）から7段階（最低

5％，最高40％）へと改められた1また，平成ユ1年か

ら導入されている定率減税（20％，25万円限度．ただ

し平成18年に半分に縮減）が廃止された．

　6）但し，新聞社や労働組合が時折実施している．

また，重税感以外では，国税の広聴活動に関する評価

や税務署について，平成16，17年度に財務省が行った

アンケートがあり，また，地方税に関していくつかの

地方公共団体が独自にアンケートを行っているようで

ある、いずれも，研究目的に利用可能かどうかは不明

である．

　7）次節で述べるように，この調査が用いる表現法

では，税はr高い」，r低い」であるが，本稿では基本

的にr重い」，．r軽い」と表現する．両表現は実質的に

同じであるので，論文の標題に合わせた．

　8）海外でもこうした研究は稀少のようである．筆

者の知る例外は，Seid1㎜dTraub（2001）のみである．

　9）例えば，『週刊東洋経済』2005年ユ2月31目・

2006年1月7日合併号，pp．42～45．地下経済の規模

の推定に関する学術研究でも，税をその重要な説明要

因のひとつと考えるのが一般的である．たとえば，
T；mzi（ユ982）など．

　10）　日本版Genera1Socia1Surveys（JGSS）は，大

阪商業大学比較地域研究所が，文部科学省から学術フ

ロンティア推進拠点としての指定を受けて（1999－2003

年度），東京大学社会科学研究所と共同で実施してい

る研究プロジェクトである（研究代表1谷岡一郎・仁
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田道夫，代表幹事：佐藤博樹・岩井紀子，事務局長1

大澤美苗）．東京大学社会科学研究所附属日本社会研

究情報センターSSJデータアーカイブがデータの作
成と配布を行っている．

　11）詳しくは，大阪商業大学JGSS研究センター
のホームページ（http＝〃jgss．daishodai．acjp）を見よ．

　！2）　このデータがどれくらい国民全体を代表して

いるかを見るため，性別，年齢，配偶者の有無，自営

業者・非自営業者の別の各項目で，2000年と2005年

の国勢調査の結果と比べてみた結果，『調査」の回答

は国勢調査に比べて，より女性に，より高齢者に，よ

り配偶者のある人に，そしてより自営業者に偏っては

いるものの，その程度は大きくないことがわかった．

　13）　この点を指摘した，関西大学・小西砂千夫教

授に感謝したい．汎用の雑誌検索ソフトなどによるヒ

ット件数によく表れている．

　14）2000年調査ではQ25がこれに当たる．毎年，

質問番号は異なるが内容は同一である．

　15）本稿では全ての該当箇所で「所得税」と厳密

に税目を限定した書き方をしておらず，多くの箇所で

単に「税」とだけ書いているが，それは読みやすさや

文章の流れのほかに，こうしたこともあってのことで
ある．

　！6）但し，後述するように，次節以降の分析では

順序型ロシットモデルを用いるので，ここでのγは

潜在変数であり，実際に用いる被説明変数は，この

γと閾値に従って選択される，1～5の順序を持った

質的変数である、また，各年ダミーは後述するように；

2001年から2004年まで4つあるので，Dは4×Nの
ベクトルである．

　17）2005年を除く各年で，最高額分類を選んだ回

答者には，実際の額を記入してもらう別の問いがある．

しかし，該当者の殆どは無回答であり，その場合には

2，300万円とした．回答者にはその金額を入れた．

2005年調査では，全ての該当者を2，300万円とした．

　18）『調査』では控除について正確には情報が得ら

れないが，扶養者控除と配偶者控除については，子供

の有無・年齢，配偶者の有無・有業無業など，関連す

る設問からある程度の推測が可能ではある．例えば，

19歳若しくは23歳未満の子は全て扶養親族の要件を

備える，所得のない配偶者を有する場合には配偶者控
除適格者である，な一 ﾆでの単純化された仮定の下で，

「扶養者控除」ダミー変数，「配偶者控除」ダミー変数

の影響を推定したところ，19歳未満の子の「扶養控

除」は有意に負となって事前予測と整合的となったも一

のの，23歳未満のr扶養控除」やr配偶者控除」は
非有意となった．このことは，そもそも変数の作成が

適切かどうかという点を脇においても，解釈が困難な

結果である．そのため，こうした単純化仮定の下での

控除の検討は行わないこととした．

　19）具体的な算出方法は以下のとおり．『税務統計

から見た中吉所得税の実態』のr第1表　総括表」は，

r営業所得者」，「農業所得者」，「その他の所得者」に

ついて，合計所得階級別にr合計所得額」，r申告納税

額」，r源泉徴収税額」を公表している．これらをそれ

ぞれ，今回の分析の「自営業（ただしr農林漁業』以

外）」，「農業漁業」，「それ以外」（べ一スラインとなら

263

ている就業形態）に対応させ，r申告納税額」とr源泉

徴収税額」の合計額をr合計所得額」で除して，彼ら

の「納税額割合」とした．「サラリーマン」について

は，『税務統計から見た民間給与の実態』のr第16表

給与階級別の納税者数・非納税者数」に・給与階級別

にr給与額」とr税額」が公表されているので，後者

を前者で除した．その上で，これらの表の各階級の中

央値を，r調査』の階級の中央値にマッチさせた．尚，

各所得者について，納税額を除す数をサンプル人数に

代えて得たr一人当たり納税額」を用いても，後述す

る推定の結果はほとんど変わらなかった．

　20）　これらを実際に回帰式に加えたところ，子供

の数については，脚注19のとおり．「持ち家の有無」

は非有意の係数推定値を得た．世帯所得を家族数およ

びその平方根で除した「等価世帯収入」も用いたが，

これらも期待され牟有意に正の係数推定値を得なかっ
た．

　2ユ）2005年度調査では間5－！．

　22）　たとえば『週刊ダイヤモンド」2003年4月5

日号p．33．2005年8月6日号pp．30～43の記述など．

雑誌検索ソフトでは，より大衆向けの雑誌で刺激的な

表題の記事が多数検索される．

　23〕　よって，農林漁業者は，r自営業者」が1をと

るとともに，r農林漁業」も1を取るので，r農林漁
業」の係数推定値は，r農林魚業者はそれ以外の自営

業者と重税感の差はない」という帰無仮説を検定する．

　24）調査では，新聞を読む頻度のほかに，ユヶ月に

読む本（マンガ，雑誌を除く）の数や1日にテレビを見

る時間数の設問がある．もちろん，それらによっても

財政や税についての情報を得ることも可能であろうが，

これらには小説やドラマ・娯楽番組も含まれるので，

これらを情報アクセス度の指標として採用することは

適切でない、

　25）最低でも週に1日は新聞を読むと答えた人の
ほとんどは，毎日読むとしている（5年分の合計で約

84％）．念のため，選択肢の2以下，3以下の場合に

それぞれ1をとり，それ以外の場合にOをとるダミー

変数を使った場合でも，大きな差は出なかった．

　26）　これは，この年だけ調査方法が他の年と異な

って留置表をA，Bに分け，回答者はどちらかの留置

表に回答することとしているためである．重税感は留

置表Aで，支持政党は留置表Bで問うているため，

重税感の質問に答えた人は，支持政党の質問を受けて
ない．

　27）　これらの他にも，高齢者の生活保障，教育，

子育て（2002年以降のみ）など，個別政策に対する政

府の責任の大きさを問う問がある．しかし，こうした

個別政策への賛否で政治意識を正しく読み取るのは，

困難である．何故なら，たとえば，高齢者の生活保障

で強い賛意を示した高齢の回答者が，税収の制約を理

解して子育てでは反対の意を示したり，反対に教育や

子育てで強い賛意を示した子育て世代の回答者が高齢

者の生活保障には反対したりするなど，回答者の政治

意識とは別に，彼らのライフサイクルがこれらの設問

への回答に強く影響すると考えられるためである．尚，

所得再配分政策の是非を問う問もあるが，2001年以

前と2002年以降で用意されている回答選択技が異な
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る．それぞれの期問で実際に推定を行うと，r保守・

革新」と基本的に同じ情報を提供することが確認でき

るので，回答選択肢の連続性からr保守・革新」を用

いた．

　28）　f列えば，Greene（2007，p．790）などでは，こ

れまで考案されているさまざまな擬似兄の長所・欠

点についても詳しく説明されている．

　29）　r収入」には内生性の疑いがないとはしない．

そこで，操作変数に勤続年数の二乗と（勤続年数＊年

齢）を用いて，Durbi阯W吐Hausmm検定を施したと

ころ，外生の帰無仮説はユO％有意水準でも棄却され

なかった．後出のr納税額割合」についても同様の結

果を得た．

　30）限界効果の算出方法は，以下のとおり．r収

入」，年齢などの連続型変数では，他の説明変数をそ

の平均値で一定に保ち，推定された確率密度関数を使

って，当該変数の数値だけ1単位増加させた場合の，

各回答（「重税感」の1～5）の選択確率の変化として求

めた．「自営業」以下の，Oまたは1の値をとるダミ

ー変数では，同様に他の変数をその平均値で一定に保

ち，推定された累積密度関数を使って，当該変数をO

からユに変化させたときの，各回答の選択確率の変化

として求めた．尚，5段階の数値をとるr社会階層」

およびr保守・革新」は，ここでは連続型関数として
扱った．

　3ユ）念のため説明変数に所得の二乗を加えた推定

も行ったが，係数推定値は有意とはならなかった．

　32）　このようになった理由は明らかではないが，

国税庁統計のr給与所得者」と申告納税者のrその他
の所得者」．が，それぞれ，本稿の就業形態の「サラリ

ーマン」，rそれ以外」に上手くマッチしていない可能

性もある．税務統計上の分類では，「営業所得者」，

r農業所得者」はそれぞれ営業所得，農業所得が主た

る所得である納税者を意味している．彼らの所得には

給与所得も含まれるものの，その割合は小さい（国税

庁統計「第2表」）．例えば2000年のサンプルで給与

所得を申告した者は，「営業所得者」の3％，「農業所

得者」の11％程度である．しかし，これらに含まれ

ないrその他の所得者」では給与所得を申告したもの

は68％にも上っている．このことから，r税務統計か

ら見た民間給与の実態』のr給与所得者」で確定申告

を行ったものも，r税務統計から見た申告納税の実態』

の「そのほかの所得者」に相当程度合まれている可能

性は小さくない．もちろん，この結果は「納税額割

合」がr牧人」より優れた所得変数であるため，表3

では検出されなかった「サラリーマン」の影響が検出

されたということもあり得るが，データの限界からそ

の真偽について，これ以上は不明である．

　33）　こうした人の割合は無視できない大きさであ

る．収入源に関する間がある2002年以降のデータで

は，年金収入ありと答えた人は3，069人（全8，638人中
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　の35．5％）で，そのうち所得税を課されて（いるため，

　重税感の質問に答えて）いる人は1，399人（同16．2％）

　である、

　　34）　それを5年分のデータの合計で確かめてみた

　ところ，自民党支持者のうち一r1最も保守的1を選ん

　だ人は177％，1と2の合計ではほぼ半数に上るもの
　の，「5もっとも革新的」を選択した人は僅かにユ．7％

　であるのに対し，共産党支持者で5を選んだ人は
　32．1％，4と5の合計では70％近いが，1を選んだ人
　は1．6％となった．

　　35）　これらの税制改正での主要な変更点は，配偶

　者特別控除（平成15年改正），住宅ローン控除（平成

　12年・ユ5年改正）と年金控除（平成ユ6年改正）くらい

　である．しかも，2003年と2005年の調査年の間に行
　われた，配偶者控除と年金控除の改正は実質増税と考

　えられる．念のため，脚注17で言及した配偶者特別

　控除適格者だけのサンプルで推定を行ったが，2005

　年ダミーには有意な係数推定値は得られなかった．

　　36）制度変更の前後でO，1をとるダミー変数を取
　り入れる際，定率減税の廃止の効果を切片ダミーで，

　税率構造の変更の効果を，所得変数の係数がシフトす

　ることを許すような，係数ダミーで検出するようなこ

　とが考えられる．
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